
第22回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

事業報告のうち「業務の適正を確保するための体制」

連結注記表（連結計算書類の注記）
　

個別注記表（計算書類の注記）
　

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

株式会社ディー・エヌ・エー
　

事業報告のうち「業務の適正を確保するための体制」、「連結注記表」及び「個別注記表」につきま
しては、法令及び定款第15条の規定に基づき、当社ホームページ（https://dena.com/jp/ir/）
に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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事業報告のうち「業務の適正を確保するための体制」
　当社の内部統制システムに関する基本方針は、以下のとおりです。

１. 当社及び子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役、執行役員及び従業員は、当社グループ
のミッション「Delight and Impact the World～世界に喜びと驚きを～」を各事業領域において再定
義し、これを体現する。
・当社グループの取締役、執行役員及び従業員は、企業の社会的責任を深く自覚し、日常の職務において、
グループ行動規範及びDeNA Qualityを実践するとともに、法令を遵守し、社会倫理に適合した行動を
実践する。また、執行役員、本部長、部長等の各組織の長は各組織単位で、これらの実践を徹底できる
組織運営をする。

・当社は、当社グループのコンプライアンス及びリスク管理を統括する部門（以下「コンプライアンス・
リスク管理部門」という。）を置く。コンプライアンス・リスク管理部門は、従業員個々人のまたは組織
としての行動が法令を遵守し、社会倫理に適合したものとなるよう、従業員に対し法令・社内ルール等
を周知するためのガイドライン・マニュアルの作成、コンプライアンス研修等の教育等を内容とする当
社グループにおけるコンプライアンスプログラムを構築・運用する。コンプライアンス・リスク管理部
門長は、その活動状況について定期的に代表取締役及び取締役会に報告する。
・内部監査部門は、当社グループに対する内部監査を実施し、その活動状況について定期的に代表取締役
及び取締役会に報告する。
・内部通報制度は、当社グループの取締役、執行役員及び従業員の他、退職者並びに取引先従業員等を対
象とするものとする。また、当該対象者に適切に認知され利用されるようその意義を適切に発信し、社
内窓口のみならず監査役または社外の弁護士その他の専門家等経営陣から独立性を有する通報窓口を設
置する。また、通報に係る秘密に十分配慮し、安心して相談・通報ができる制度とする。
・経営企画部門は、当社の取引先の審査・管理を行い、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反
社会的勢力に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対応する体制を構築する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、経営企画部門を責任部署とし、情報
の内容に応じて保存及び管理の責任部署を社内規程において定める。
・責任部署は、取締役の職務の執行に係る情報を適切に記録し、法令及び文書管理規程その他の社内規程
に基づいて、定められた期間、厳正に保存・管理する。その保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状
態を維持し、取締役及び監査役からの閲覧要請に速やかに対応する。

３. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・執行役員、本部長、部長等の各組織の長は各組織単位で、担当する事業及び業務上のリスクを分析・評
価し、これを管理する。
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・コンプライアンス・リスク管理部門は、以下を実施する。
‐当社グループにおけるリスクマネジメント・フロー（リスクの把握、管理、モニタリングに係る一連の
フロー）を統括し、各部門におけるリスクマネジメントをサポートする。
‐経営企画部門、内部監査部門及び各種リスク管理関連委員会と連携し、当社グループの事業上及び経営
上のリスクを網羅的に把握し、リスクの分析・評価及びその対策をまとめ、継続してリスク情報を一元
的に管理し、モニタリングする。当該管理・モニタリングの状況については、取締役会、監査役及び経
営会議に定期的に報告するほか、当社の取締役会及び経営会議並びに必要に応じて連結子会社における
取締役会の審議・決議事項についてコンプライアンス・リスク管理部門としての意見を付すものとす
る。
‐カスタマー・サービス部門、広報部門、内部通報制度を運用する内部監査部門等と連携し、リスクにつ
ながる一次情報を把握する。
‐不測の事態が発生した場合は、危機管理対応フローに則り、迅速かつ的確に報告・連絡及び対応を行
う。

・コンプライアンス・リスク管理部門の責任者は、代表取締役及び執行役員の業務執行判断におけるリス
ク情報の認識・解釈に疑義があるときは、その判断で当社の経営会議、取締役会または必要に応じて連
結子会社における取締役会に対して直接疑義を表明することができる。
・コンプライアンス・リスク管理部門の責任者は、取締役会決議により選任または解任される。
・個人情報を含む情報資産の保護・管理及び法令等への対応の決定等については、当社グループの事業運
営上重要度が高いため、社長を委員長とする委員会の専管事項とし、当該委員会の基本方針に基づき、
コンプライアンス・リスク管理部門と連携し、情報セキュリティ部門において運用する。
・コンプライアンス・リスク管理部門及び内部監査部門は、内部監査、内部通報その他方法の如何を問わ
ず、重大な法令または定款違反及び不正な行為並びに当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある情
報を把握した場合は、速やかに当社取締役（利害関係が生じる可能性がある取締役は除く）及び監査役
に報告する。

４. 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、業務執行に係る権限の委譲を進め、職務執行のさらなる効率化を図るため、執行役員制度を導
入し、取締役会及び代表取締役の委任に基づき業務を執行する責任者として事業領域ごとに執行役員を
置く。
・代表取締役は、執行役員を統括し、監督する。
・取締役会は、業務執行に関する監督の観点から、取締役会決議事項の見直し、適切な権限委譲を図る。
・経営企画部門は、執行役員または当社より派遣した取締役及び監査役と連携して、連結子会社における
業務執行が各社ごとに定める取締役会規程その他規程に基づき効率的に行われるようサポートするとと
もに、モニタリングを行う。
・当社グループ各社の取締役の職務執行に関する権限及び責任については、当社グループ各社の取締役会
規程、業務分掌規程、職務権限規程その他の社内規程において明文化し、適時適切に見直しを行う。
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・当社グループ各社の業績管理に関しては、年度毎に予算・事業計画を策定し、その達成に向けて、月次
で予算管理を行うほか、主要な営業係数については日次、週次で進捗管理を行うものとし、必要な経営
管理情報については適時適切に取締役会に報告する。

５. その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
・当社は、主要な子会社には取締役または監査役を派遣し、子会社の取締役の職務執行の監視・監督及び
監査を行うとともに当該派遣した者から子会社における業務執行に係る事項の報告を受ける。

・子会社の事業運営については当該子会社の事業領域を担当する執行役員が、子会社の経営管理について
は経営企画部門が、子会社管理規程に基づき子会社より定期的な報告を受けるとともに重要事項につい
ての事前協議を行う。

・内部監査部門は、当社の子会社管理状況及び子会社の業務活動について内部監査を実施し、当社グルー
プの内部統制の有効性を検証する。

６. 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項
・監査役の職務を補助する部門（以下「監査役室」という。）を設置し、常時専任の従業員を置くほか、監
査役の求めに応じて適宜、監査を補助する従業員等を配置する。

７. 前号の従業員の取締役からの独立性及び監査役の当該従業員に対する指示の実効性に関する事項
・監査役室の従業員は、監査役の要請に応じて遂行する業務に関して、取締役、執行役員及び上長の指揮
命令を受けない。また、当該従業員の任命、人事異動及び人事評価には、常勤監査役の同意を必要とす
る。

８. 当社グループの取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制
・監査役室は、監査役が、取締役会、経営会議、その他の重要な会議に出席し、また、決裁書類及び関係
資料を閲覧し、効率的に職務を遂行するための環境を整備する。
・業務執行を担当する取締役及び執行役員は、取締役会及び経営会議等の重要な会議において、その担当
する業務の執行状況を報告する。

・コンプライアンス・リスク管理部門及び内部監査部門は、その活動状況について代表取締役及び取締役
会へ報告するとともに監査役へも報告する。
・当社グループの取締役及び従業員は、重大な法令または定款違反及び不正な行為並びに当社グループに
著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役に報告する。また、監査役は、い
つでも必要に応じて当社グループの取締役及び従業員に対し報告を求めることができる。
・当社グループは、監査役へ報告を行った者に対して、かかる報告を行ったことを理由として、不利益な
取り扱いを行わないことを確保する体制を整備する。
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９. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役室を中心に、監査役と会計監査人との意見及び情報の交換に関するミーティングの他、監査役か
らの求めに応じ、社外取締役との連絡会、業務執行取締役との定期的なミーティングの確保等、監査が
実効的に行われる体制を整備する。
・監査役は、監査の実施に当たり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは別の弁護士その他の外部専
門家を自らの判断で起用することができる。
・監査役が職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、監査役の職務の執行に必要で
ないと認められる場合を除き、速やかに費用の支払いを行う。

10. 財務報告の信頼性を確保するための体制
・代表取締役は、経営企画部門長を財務報告に係る内部統制の構築の統括者、内部監査部門長を財務報告
に係る内部統制の評価の統括者とし、本基本方針及び別途定める「財務報告に係る内部統制の基本方針」
に基づき、財務報告に係る内部統制の整備及び運用を行う。
・取締役会は、代表取締役が構築する財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１ 連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に

準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の
一部を省略しております。
　
２ 連結の範囲に関する事項
連結子会社 34社
会社名：株式会社モバオク
　 株式会社エブリスタ
　 株式会社横浜DeNAベイスターズ
　 株式会社DeNAライフサイエンス
　 DeSCヘルスケア株式会社
　 株式会社DeNA Games Tokyo

SHOWROOM株式会社
株式会社横浜スタジアム
株式会社PFDeNA
株式会社DeNA川崎ブレイブサンダース
DEF STUDIOS株式会社
株式会社DeNA SOMPO Mobility
株式会社DeNA SOMPO Carlife
WAPTX LTD.
DeNA Seoul Co., Ltd.
他19社

　
３ 持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用した関連会社 19社

会社名：株式会社Cygames
イーストベンチャーズ3号投資事業有限責任組合

　 他17社
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４ 会計方針に関する事項
（1）会計方針の変更

当社グループが、当連結会計年度より適用している主な基準は以下のとおりであります。

IFRS 新設・改訂内容
IFRS第16号 リース リース会計に関する改訂

　当社グループが当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」（2016年１月公表）（以下「IFRS第16号」と
いう。）を適用したことによる会計方針の変更は以下のとおりであります。
　IFRS第16号は、IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリース
が含まれるか否かの判断」（以下「IFRIC第４号」という。）を置き換える基準となります。IFRS第16号は、
借手のリースについてファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類するのではなく、単一の
会計モデルを導入し、原則としてすべてのリースについて、原資産を使用する権利を表す使用権資産とリ
ース料を支払う義務を表すリース負債を認識することを要求しています。ただし、短期リース又は少額リ
ースである場合は、当該基準の要求を適用しないことを選択できます。使用権資産とリース負債を認識し
た後は、使用権資産の減価償却費及びリース負債に係る金利費用が計上されます。
　IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累積的影響を適
用開始日に認識する方法を採用しております。
　IFRS第16号への移行に際し、契約にリースが含まれているか否かについては、IFRS第16号C３項の実
務上の便法を選択し、IAS第17号及びIFRIC第４号のもとでの判断を引き継いでおります。適用開始日以
降は、IFRS第16号の規定に基づき判断しております。
　過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類した借手としてのリースについては、適
用開始日に、短期リース又は少額資産のリースを除き、使用権資産及びリース負債を認識しております。
短期リース及び少額資産のリースに係るリース料はリース期間にわたり定額法により費用として認識して
おります。
　使用権資産は、リース期間にわたり規則的に減価償却を行っております。リース料総額の未決済分の割
引現在価値を算定する場合に使用すべき割引率は、実務上可能な場合にはリースの計算利子率とし、実務
上不可能な場合には、適用開始日における借手の追加借入利子率を用いております。当該追加借入利子率
の加重平均は0.24％であります。
　なお、2019年３月31日時点でIAS第17号を適用して開示した解約不能オペレーティング・リース契約
に基づく最低リース料総額とIFRS第16号適用開始時に認識したリース負債の差額は僅少であります。
　この結果、適用開始日の連結財政状態計算書において、使用権資産が14,490百万円、リース負債が
7,595百万円それぞれ増加した一方で、有形固定資産が6,937百万円、利益剰余金が43百万円減少してお
ります。
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（2）金融資産の評価基準及び評価方法
非デリバティブ金融資産
当社グループは、売掛金及びその他の短期債権を、これらの発生日に当初認識しております。その他の
全ての金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しております。
非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は以下のとおりであります。

① 償却原価で測定する金融資産
金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で事後測定しております。
・当社グループの事業モデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを目
的として保有している場合
・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高にかかる利息の支払いのみによるキャッシュ・フローを
生じさせる場合
償却原価で測定する金融資産は、公正価値に、取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で当初認識

しております。当初認識後、償却原価で測定する金融資産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定
し、必要な場合には減損損失累計額を控除しております。
　
② 償却原価で測定する金融資産の減損
　償却原価で測定する金融商品の予想信用損失について、損失評価引当金を計上しています。損失評価引
当金の認識にあたっては、報告期間の末日ごとに償却原価で測定する金融資産又は金融資産グループに当
初認識時点からの信用リスクの著しい増加があるかを検討し予想信用損失を認識しております。期末時点
で、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増加していない場合には、報告日後12ヶ月以内の
生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（12ヶ月の予想信用損失）を認識しております。一方、
期末時点で、金融商品にかかる信用リスクが当初認識以降に著しく増加している場合には、当該金融商品
の予想存続期間にわたるすべての生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（全期間の予想信用損
失）を認識しております。ただし、営業債権及びその他の債権については、簡便的に過去の信用損失等に
基づいて全期間の予想信用損失を認識しております。
　予想信用損失の金額は、当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フローの総額と、当社グ
ループが受け取ると見積る将来キャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定し、損益として認識し
ています。
　なお、債務者の財務状況の著しい悪化、債務者による支払不履行又は延滞等の契約違反等、金融資産が
信用減損している客観的な証拠がある場合、損失評価引当金を控除後の帳簿価額の純額に対して、実効金
利法を適用し利息収益を測定しています。
　また、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合は、当該金額を金
融資産の帳簿価額から直接減額しています。

　
③ 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
資本性金融商品に対する投資を除く金融資産で上記の償却原価で測定する区分の要件を満たさないもの
は、公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しております。
資本性金融商品に対する投資は公正価値で測定し、その変動を純損益で認識しております。ただし、当

― 7 ―

2020年05月21日 22時56分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



社グループが当初認識時に公正価値の変動をその他の包括利益に計上するという選択（撤回不能）を行う
場合は、この限りではありません。
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値で認識し、取引費用は発生時に
純損益で認識しております。
　
④ その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
当社グループは当初認識時に、資本性金融商品に対する投資における公正価値の変動をその他の包括利

益で認識するという選択（撤回不能）を行う場合があります。当該選択は、売買目的以外で保有する資本
性金融商品に対する投資に対してのみ認められております。
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値に取得に直接帰属する取引費用を
加算した金額で当初認識しております。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動は「その他の包
括利益」として、その他の資本の構成要素に計上しております。
　資本性金融商品の認識を中止した場合、その他の資本の構成要素の残高は直接利益剰余金に振り替え、
純損益で認識しておりません。
なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産からの配当金については、「金融収益」

として純損益で認識しております。
　
⑤ 金融資産の認識の中止
当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、また
は当該金融資産の所有にかかるリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において金融資産から生じる
キャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しておりま
す。移転した金融資産に関して当社グループが創出した、または当社グループが引き続き保有する持分に
ついては、別個の資産・負債として認識しております。

（3）有形固定資産及び無形資産（のれんを除く）の減価償却または償却の方法
① 有形固定資産
減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価額
を差し引いて算出しております。
減価償却については、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいておりま

す。なお、土地は償却しておりません。
主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。
・建物及び構築物 ：３年～40年
・工具、器具及び備品 ：２年～20年
・機械装置及び運搬具 ：３年～15年
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じ改定して
おります。
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　 ② 無形資産
償却費は、資産の取得価額から残存価額を差し引いた額に基づいております。無形資産の償却は、当該
資産が使用可能な状態になった日から見積耐用年数にわたり、定額法に基づいております。
主要な無形資産であるソフトウェアの見積耐用年数は以下のとおりであります。
・ウェブを利用したサービス提供に係るもの ：２年
・上記サービスに付随するサービスを提供するもの ：４年
・その他 ：５年
償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行い、必要に応じて改定してお

ります。

（4）リース
　借手としてのリース取引について、リース開始日に、リース負債を未払リース料総額の現在価値で、使
用権資産をリース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料等を調整し、リース契約に基づき要
求される原状回復義務等のコストを加えた額で測定しております。
　使用権資産は、リース期間にわたり定額法により費用として認識しております。
　リース料は、利息法に基づき、金融費用とリース負債の返済額とに配分しております。
　金融費用は連結損益計算書上、使用権資産に係る減価償却費と区分して表示しております。
　ただし、リース期間が12カ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及び
リース負債を認識せず、当該リースに関連したリース料を、リース期間にわたり定額法又は他の規則的な
基礎のいずれかにより費用として認識しております。
　貸手としてのリース取引で重要なものはありません。

（5）重要な引当金の計上基準
当社グループが過去の事象の結果として現在の法的または推定的債務を有しており、当該債務を決済す
るために経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある
見積りができる場合に、引当金を認識しております。
引当金は、現時点の貨幣の時間価値の市場評価と当該債務に特有なリスクを反映した税引前の割引率を
用いて、債務の決済に必要とされると見込まれる支出の現在価値として測定しております。時の経過によ
る引当金の増加は金融費用として認識しております。
　資産除去債務については、賃借事務所・建物等に対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実績及び
事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定した使用見込期間等を基礎として、各物件の状況を
個別具体的に勘案して見積り、認識及び測定しております。
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（6）収益の計上基準
　当社グループは、５つのステップから構成される収益認識モデルを、他の基準で定めのあるものを除
き、取引形態や業種に関係なく、すべての顧客との契約から生じる収益に適用しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務が充足されたときに（又は充足するにつれて）収益を認識する
　当社グループは、通常の商取引において提供される物品・サービスの対価の公正価値から、売上関連の
税金を控除した金額で収益を測定しております。
　また、顧客との契約獲得のための増分費用や、それに伴う回収可能であると見込まれる部分について資
産として認識されるものはありません。

収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準等は以下のとおりであります。

①ゲーム事業におけるアイテム等の販売に係る売上収益
(a)ユーザに対する役務提供に係る売上収益
当社グループは、スマートフォン・携帯電話向けのゲーム配信プラットフォームや、スマートフォン向
けアプリマーケット等を通じて、モバイルゲームを配信しております。多くの場合、ユーザに対し、ゲー
ムは無料で提供し、ゲーム内で使用するアイテム等を有料で提供しております。当該サービスにおいて
は、顧客であるユーザが当該アイテム等を用いてゲームを行い、当社グループがアイテムごとに定められ
た内容の役務の提供を行うことで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、顧客による
アイテム等の利用期間を見積り、当該見積利用期間にわたって売上収益を認識しております。
(b)プラットフォーム利用企業に対する役務提供に係る売上収益
当社グループでは、他社との協業によるゲームや開発パートナー企業によるゲームを当社グループが運

営するゲーム配信プラットフォームである「Mobage」を通じて配信しております。当該サービスにおい
ては、顧客である協業企業または開発パートナー企業に当社グループが「Mobage」を一定の期間にわた
り利用させることで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、ゲームごとの顧客による
「Mobage」の利用期間にわたって売上収益を認識しております。
(c)ゲームの共同開発・運営企業に対する役務提供に係る売上収益
当社グループでは、スマートフォン向けゲームアプリを他社と共同で開発・運営しております。当該サ

ービスにおいては、顧客である協業企業に対し、当社グループが開発・運営業務等の役務の提供を行うこ
とで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、顧客に対する役務提供期間にわたって売
上収益を認識しております。
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②スポーツ事業におけるプロスポーツ興行に係る売上収益
(a)チケット販売に係る売上収益
当社グループは、「横浜DeNAベイスターズ」等のプロスポーツチームを運営し、主催試合に係るチケ

ット収入を売上収益として認識しております。当該サービスにおいては、顧客である入場者に当社グルー
プが主催試合を観戦させることで履行義務が充足されるものと判断しております。そのため、主催試合を
行った時点で売上収益を認識しております。
(b)広告に係る売上収益
「横浜DeNAベイスターズ」等の選手ユニフォーム広告収入及び主催試合会場での看板広告収入を売上
収益として認識しております。当該サービスにおいては、顧客である広告主からの依頼に基づき、当社グ
ループがユニフォーム又は主催試合会場に広告主から依頼のあった広告を掲載することで履行義務が充足
されるものと判断しております。そのため、広告の掲載期間にわたって売上収益を認識しております。
(c)グッズ販売に係る売上収益
「横浜DeNAベイスターズ」等に関連したグッズ販売に係る収入を売上収益として認識しております。

当該物品販売においては、顧客であるグッズ購入者に当社グループが物品を引き渡した時点で履行義務が
充足されると判断しております。そのため、グッズ購入者に物品を引き渡した時点で売上収益を認識して
おります。

（7）外貨の換算基準
　 ① 外貨建取引

　外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算しております。期末日
において再測定する外貨建資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正
価値で測定される外貨建の非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通
貨に再換算しております。
これら取引の決済から生じる外国為替差額並びに外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで
換算することによって生じる為替差額は、純損益で認識しております。ただし、非貨幣性項目の利益また
は損失がその他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。
　

　 ② 在外営業活動体
在外営業活動体の資産及び負債（取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含む）については期
末日の為替レート、収益及び費用については、その期間の平均為替レートを用いて日本円に換算しており
ます。ただし、当該平均為替レートが取引日における為替レートの累積的影響の合理的な概算値といえな
い場合には、取引日の為替レートで換算しております。
在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認識しております。

在外営業活動体の持分全体の処分、及び支配または重要な影響力の喪失を伴う持分の一部処分につき、当
該換算差額は、処分損益の一部として純損益に振り替えております。
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（8）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　
② のれんに関する事項

　 のれんは取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。
持分法適用会社については、のれんの帳簿価額を投資の帳簿価額に含めております。また、当該投資に
かかる減損損失は、持分法適用会社の帳簿価額の一部を構成するいかなる資産（のれんを含む）にも配分
しておりません。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結財政状態計算書）
　前連結会計年度において、「売掛金及びその他の短期債権」に含めて表示しておりました「未収法人所
得税」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

３．追加情報
（重要な会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、例年３月下旬より開幕となるプロ野球の公式戦の開幕が大幅
に遅れております。本件により、十分にチケット販売に係る売上収益や広告効果を享受できない場合など
今後の経過によっては、プロ野球事業に係る有形固定資産、のれん及び無形資産等から成る資金生成単位
の回収可能価額の算定に影響を与えますが、当連結会計年度末において、開幕時期や開催方法等について
一定の仮定を置き、会計上の見積りを行っております。
　なお、2021年３月期は興行・動員ができない状況が続きオフシーズン並みの業績が続いたとしても、
マネジメントは当該資金生成単位において、重要な減損が発生する可能性は低いと判断しております。

４．連結財政状態計算書に関する注記
１ 資産から直接控除した貸倒引当金

売掛金及びその他の短期債権 78百万円
その他の長期金融資産 134百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
6,908百万円

３ 使用権資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
9,430百万円
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５．連結損益計算書に関する注記
　（資産の減損）
　当社グループは、減損損失を認識し、連結損益計算書の「その他の費用」に計上しております。
減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

種類 金額（百万円)

有形固定資産
建物及び構築物 △177
工具、器具及び備品 △281
使用権資産 △280
のれん △40,164
無形資産
ソフトウェア △10,259
その他 △2

合計 △51,165

当社グループは、独立したキャッシュ・フローが識別できる最小単位でグルーピングを行っております。
将来キャッシュ・フローは、将来の予測に関する経営者の評価と過去実績に基づき、外部情報及び内部情
報を使用して見積もっております。

　ゲーム事業の一部のサービスについて、当初想定していた収益を見込めなくなったため、当該サービス
に係るソフトウェアについて減損損失を1,794百万円認識しております。なお、回収可能価額は使用価値
により算定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるため、ゼロとしております。

　ゲーム事業における直近の業績動向や事業環境等を鑑み、当連結会計年度にゲーム事業全般の事業計画
について見直しを行いました。減損判定においては、当連結会計年度にマネジメントが承認した保守的な
前提での５年以内の当該事業計画とゲーム事業に係る趨勢を用いて将来キャッシュ・フローを算定してお
ります。加重平均資本コストを基礎に算定された税引前の割引率は12.2％を用いており、ゲーム事業から
生じる将来キャッシュ・フローを割り引くことにより現在価値を算定しております。
その結果、回収可能価額である使用価値が9,565百万円となり、帳簿価額を下回ったことから減損損失を
48,299百万円認識しております。なお、当社では、ゲーム事業全体を資金生成単位として認識しており、
ゲーム事業で認識した48,299百万円の減損損失について、最初にのれんの帳簿価額を減額し、次にソフ
トウェア等の帳簿価額から減額しております。
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６．連結持分変動計算書に関する注記
１ 発行済株式の総数

普通株式 150,810,033株
２ 剰余金の配当に関する事項

　 （1）配当金支払額
2019年６月22日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。
株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 5,814百万円
１株当たり配当額 40円
基準日 2019年３月31日
効力発生日 2019年６月24日

　 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2020年６月20日の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。
株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当金の総額 2,510百万円
１株当たり配当額 20円
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月22日

３ 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数
普通株式 294,332株

７．金融商品に関する注記
１ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、事業の競争力を維持・強化することによる持続的な成長を実現するために、恒常的に
設備投資を必要としております。また事業規模の拡大と収益源の多様化を進めるために新サービスないし
新規事業に取り組んでおります。これらの資金需要は手元資金で賄うことを基本とし、必要に応じて資金
調達を実施いたします。
経営活動を行う過程において、常に財務上のリスクが発生します。当社グループは、当該財務上のリス
クを軽減するために、リスク管理を行っております。リスク発生要因の根本からの発生を防止し、回避で
きないリスクについてはその低減を図るようにしております。
当社グループの方針として投機目的のデリバティブ取引及び株式等の取引は行っておりません。会社に

より一時的な資金不足に対応するため、銀行借入を行うことがあります。
当社グループの主な為替リスクは、当社における海外取引先との決済を目的とした米国ドル建の外貨預

金に関するものであります。従って、当社グループの為替リスクは主に当社に帰属します。
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当社グループは、取引先の与信枠を定期的に見直し、信用エクスポージャーを当該枠内で適切に管理し
ております。当社は営業債権について、与信管理の方針に従い、各事業部門における営業管理担当部署が
主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回
収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体制となっております。連結子会社についても、当社
の与信管理の方針に準じて、同様の管理を行っております。
当社グループは、必要となる流動性については、基本的に、営業活動によるキャッシュ・フローにより

確保しており、一部の会社に関してのみ短期的な資金需要に対応するため、借入金による資金調達を行っ
ております。また、当社グループは、国内の大手金融機関との間で未実行の複数のコミットメントライン
（短期借入枠）契約を締結しており、コミットメントベースではない借入枠と併せ、流動性リスクの軽減
を図っております。
当社グループは、業務上の関係を有する企業の上場株式を保有しており、資本性金融商品の価格変動リ

スクに晒されております。資本性金融商品については、定期的に時価や発行体の財政状況を把握しており
ます。

２ 金融商品の公正価値等に関する事項
連結財政状態計算書計上額、公正価値及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結財政状態計算書
計上額（＊） 公正価値（＊） 差額

（1） 現金及び現金同等物 73,536 73,536 －
（2） 売掛金及びその他の短期

債権 25,243 25,243 －
（3） その他の金融資産 89,129 89,118 △11
（4） 買掛金及びその他の短期

債務 (25,348) (25,348) －
（5） 借入金 (3,000) (3,000) －
（6） リース負債 (9,836) (9,836) －
（7） その他の金融負債 (1,516) (1,516) －

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（注） 公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおり決定しております。金融商品の公正価値の
見積りにおいて、市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手で
きない金融商品の公正価値に関しては、将来キャッシュ・フローを割り引く方法またはその他の
適切な評価方法により見積っております。

（1） 現金及び現金同等物
現金及び現金同等物に含まれる短期投資については、満期までの期間が短期であるため帳簿価
額と公正価値はほぼ同額であります。

（2） 売掛金及びその他の短期債権、（4） 買掛金及びその他の短期債務
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当社グループの債権債務は、主として短期間で決済または納付される金融商品であるため帳簿
価額と公正価値がほぼ同額であります。

（3） その他の金融資産
市場性のある有価証券の公正価値は市場価格を用いて見積っております。その他の投資は、非

上場会社の発行する普通株式及び投資事業組合等への出資を含んでおります。非上場普通株式等
は割引将来キャッシュ・フロー、収益、利益性及び純資産に基づく評価モデル及びその他の評価
方法により、公正価値を算定しております。

（5） 借入金
借入金は満期までの期間が短期であるため、帳簿価額と公正価値はほぼ同額であります。

（6） リース負債
リース負債の公正価値は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（7） その他の金融負債
当社グループの債務は、主として短期間で決済されるため帳簿価額と公正価値はほぼ同額であ
ります。

８．１株当たり情報に関する注記
１ １株当たり親会社所有者帰属持分 1,432円14銭
２ 基本的１株当たり当期損失 △352円49銭
　
９．重要な後発事象に関する注記
（会社分割）

　当社は、2020年４月１日を効力発生日として、当社事業の一部を簡易吸収分割（以下「本会社分割」
という。）により株式会社 Mobility Technologies（本社：東京都千代田区、代表取締役会長：川鍋 一
朗、代表取締役社長：中島 宏）に承継いたしました。

１.取引の概要
　 （１）会社分割の目的

　今年109年を迎える日本のタクシー産業では、タクシー配車アプリやタブレット設置車両拡大など急激
に進むIoT化によって、キャッシュレス化や事前確定運賃・相乗りといった新たなタクシーの価値創造が
行われています。新たなサービスによりお客様の利便性が向上する一方で、業界全体が急速に変化し競争
も日々激化しております。また、タクシー事業者は労働力不足の解消や収益性の改善が喫緊の課題とし
て、その解決が求められています。海外でも、スマートフォンやアプリ決済の普及が進み、日本以上に配
車アプリの導入が飛躍的に進んでいます。 このような状況下において、今回、両社は市場の変化などに
一早く対応し、タクシー事業者とお客様にとってより良いサービスを提供するとともに、MaaS領域にお
ける取り組みを加速するためには、事業を統合することで強固な経営体制を築くことが最善であるという
ことを確信し、提携するに至りました。
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（２）会社分割の概要
　 ①対象となった事業の内容
　 当社が運営する次世代タクシー配車アプリ「MOV」等の事業
　 本事業は、オートモーティブ事業セグメントに区分されます。
　 ②分割する部門の経営成績（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）
　 売上収益：1,087百万円 営業利益：△5,234百万円
　 ③分割する資産、負債の項目及び金額（2020年４月１日時点）

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 1,817百万円 流動負債 1,124百万円

非流動資産 1,257百万円 非流動負債 －

合計 3,074百万円 合計 1,124百万円
　 （注）現金及び現金同等物はありません。
　 ④会社分割の時期 2020年４月１日
　 ⑤承継会社の名称等

名称 株式会社 Mobility Technologies
（2020年４月１日にJapan Taxi株式会社から商号変更）

所在地 東京都千代田区紀尾井町３番12号

代表者の役職・氏名 代表取締役会長 川鍋 一朗
代表取締役社長 中島 宏

事業内容 情報処理サービス業

資本金 2,125百万円

設立年月日 1977年８月17日

発行済株式数 521,000株

決算期 ５月31日

大株主及び持分比率

日本交通ホールディングス株式会社 38.39％
株式会社ディー・エヌ・エー 38.39％
トヨタ自動車株式会社 9.60％
株式会社 SMBC 信託銀行 3.26％
株式会社 NTTドコモ 2.88％

(注)2020年４月末時点の概要を記載しております。
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　 ⑥会社分割の法的形式
　当社を分割会社とし、株式会社 Mobility Technologiesを承継会社とする吸収分割です。なお、当社
においては、会社法第784条第２項の規定に基づく簡易吸収分割に該当するため、株主総会の承認決議を
経ずに行っております。

　２.実施した会計処理の概要
会社分割の対価と、承継した事業に係る資産及び負債の承継直前の帳簿価額による純資産との差額である移
転損益2,045百万円を2021年３月期第１四半期の要約四半期連結損益計算書に「その他の収益」として認識
する見込みです。会社分割の対価として同社が新たに発行する株式を受領するため、金銭の授受は発生してお
りません。

（多額な資金の借入）
　当社は、2020年３月26日開催の取締役会において資金の借入を行うことを決議し、以下のとおり借入を実
行いたしました。
　（１）株式会社みずほ銀行
　 ①資金の使途 運転資金
　 ②借入金額 5,000百万円
　 ③借入利率 変動金利
　 ④借入実行日 2020年４月24日
　 ⑤返済期限 2023年３月31日
　 ⑥担保提供資産及び保証の内容 なし

　 （２）株式会社三井住友銀行
　 ①資金の使途 運転資金
　 ②借入金額 8,000百万円
　 ③借入利率 固定金利
　 ④借入実行日 2020年４月30日
　 ⑤返済期限 2023年３月31日
　 ⑥担保提供資産及び保証の内容 なし

　 （３）株式会社三菱UFJ銀行
　 ①資金の使途 運転資金
　 ②借入金額 5,000百万円
　 ③借入利率 変動金利
　 ④借入実行日 2020年４月30日
　 ⑤返済期限 2023年３月31日
　 ⑥担保提供資産及び保証の内容 なし
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　 （４）株式会社横浜銀行
　 ①資金の使途 運転資金
　 ②借入金額 2,000百万円
　 ③借入利率 固定金利
　 ④借入実行日 2020年５月1日
　 ⑤返済期限 2023年３月31日
　 ⑥担保提供資産及び保証の内容 なし

（自己株式の消却）
　当社は、2020年５月14日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却するこ
とを決議いたしました。
　 （１）自己株式の消却を行う理由
　 資本効率の向上及び株主への利益還元のため
　 （２）消却に係る事項の内容
　 ①消却の方法 その他資本剰余金から減額
　 ②消却する株式の種類 当社普通株式
　 ③消却する株式の数 20,599,088株（消却前の発行済み株式総数に対する割合13.66%）
　 ④消却日 2020年５月29日
　 ⑤償却後の発行済株式総数 130,210,945株
　 ⑥償却後の自己株式数 6,510,547株（償却後の発行済株式総数に対する割合5.00％）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）満 期 保 有 目 的 の 債 券……………償却原価法（定額法）を採用しております。
（2）子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法を採用しております。
（3）そ の 他 有 価 証 券
① 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
② 時価のないもの……国内非上場株式：移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業組合等：投資事業組合等の事業年度の財務諸表に基づいて、組合
等の純損益を出資持分割合に応じて、投資有価証券、営
業外損益（投資事業組合運用損益）として計上しており
ます。

　
２ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）：定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物 ：３年～18年
・工具、器具及び備品 ：２年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）：定額法を採用しております。
　なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却方法（見込有効期間２年
以内）を採用しております。また、自社利用のソフトウェアについては、将来の利用可能期間を見積
り、当社が合理的と判断した以下の耐用年数による定額法を採用しております。
・ウェブを利用したサービス提供に係るもの ：２年
・その他 ：５年

（3）リース資産：
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　
３ 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金：従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分
を計上しております。
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４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権・金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 7,037百万円
長期金銭債権 610百万円
短期金銭債務 624百万円

　
３．損益計算書に関する注記
１ 関係会社との取引

営業取引 売上高 3,286百万円
売上原価 1,180百万円
販売費及び一般管理費 2,919百万円

営業取引以外の取引 営業外収益 42百万円
営業外費用 4百万円

２ 関係会社株式売却益
当社持分法適用関連会社でありましたakippa株式会社等の株式の売却によるものであります。

３　貸倒引当金戻入額
　 当社連結子会社でありました株式会社ペロリを吸収合併したことによるものであります。

４　投資有価証券評価損
実質価額が著しく低下し、かつ回収可能性が認められないその他有価証券の帳簿価額を減額したことによ

る損失であります。

５　関係会社株式評価損
当社連結子会社であるDeSCヘルスケア株式会社等の株式に係る評価損であります。

６ 減損損失
ゲーム事業の一部サービス等に係る減損損失であります。

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数は、25,310,018株となっております。
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５．税効果会計に関する注記
１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 3,251百万円
賞与引当金 146
未払事業税等 39
未払人件費 25
未払金 471
資産除去債務 277
有形固定資産減価償却超過額 29
無形固定資産減価償却超過額 1,999
一括償却資産損金算入限度超過額 39
関係会社株式評価損 3,400
投資有価証券評価損 641
繰越欠損金 5,096
その他 1,005
繰延税金資産小計 16,418
評価性引当額 △15,452
繰延税金資産合計 965百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 16,280百万円
建物付属設備 11
繰延税金負債合計 16,291百万円

繰延税金負債の純額 △15,326百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.90％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △40.17％
寄付金の損金不算入額 1.74％
住民税均等割等 0.52％
評価性引当額の変動額 373.90％
税額控除 △3.16％
その他 0.45％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 366.80％
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

　

種類 会社等の名称
議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 WAPTX LTD. （所有）
100.0％ － 資金の貸付

※1 －

関係会社
短期貸付金 109

関係会社
長期貸付金
※2

3,165

子会社 株式会社横浜DeNA
ベイスターズ

（所有）
97.7％ 役員の兼任 資金の回収 500

関係会社
短期貸付金 500

関係会社
長期貸付金 5,487

子会社
デライト・ベンチャー
ズ1号投資事業有限責
任組合

（所有）
99.0％ 役員の兼任 出資 2,277 － －

（注）※1 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
※2 当事業年度において貸倒引当金を3,165百万円、貸倒引当金繰入額を△179百万円計上しておりま
す。

７．１株当たり情報に関する注記
１ １株当たり純資産額 1,228円66銭
２ １株当たり当期純損失 △40円31銭
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８．重要な後発事象に関する注記
（会社分割）
　当社は、2020年４月１日を効力発生日として、当社事業の一部を簡易吸収分割（以下「本会社分割」と
いう。）により株式会社 Mobility Technologies（本社：東京都千代田区、代表取締役会長：川鍋 一朗、
代表取締役社長：中島 宏）に承継いたしました。

１.取引の概要
　 （１）会社分割の目的
　今年109年を迎える日本のタクシー産業では、タクシー配車アプリやタブレット設置車両拡大など急激に
進むIoT化によって、キャッシュレス化や事前確定運賃・相乗りといった新たなタクシーの価値創造が行わ
れています。新たなサービスによりお客様の利便性が向上する一方で、業界全体が急速に変化し競争も日々
激化しております。また、タクシー事業者は労働力不足の解消や収益性の改善が喫緊の課題として、その解
決が求められています。海外でも、スマートフォンやアプリ決済の普及が進み、日本以上に配車アプリの導
入が飛躍的に進んでいます。 このような状況下において、今回、両社は市場の変化などに一早く対応し、
タクシー事業者とお客様にとってより良いサービスを提供するとともに、MaaS領域における取り組みを加
速するためには、事業を統合することで強固な経営体制を築くことが最善であるということを確信し、提携
するに至りました。

　（２）会社分割の概要
　 ①対象となった事業の内容

当社が運営する次世代タクシー配車アプリ「MOV」等の事業
　 本事業は、オートモーティブ事業セグメントに区分されます。
　 ②分割する部門の経営成績（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）
　 売上収益：1,087百万円
　 営業利益：△5,268百万円
　 ③分割する資産、負債の項目及び金額（2020年４月１日時点）

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 1,817百万円 流動負債 1,124百万円

固定資産 847百万円 固定負債 －

合計 2,665百万円 合計 1,124百万円
　 （注）現金及び預金はありません。
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　 ④会社分割の時期 2020年４月１日
　 ⑤承継会社の名称等

名称 株式会社 Mobility Technologies
（2020年４月１日にJapan Taxi株式会社から商号変更）

所在地 東京都千代田区紀尾井町３番12号

代表者の役職・氏名 代表取締役会長 川鍋 一朗
代表取締役社長 中島 宏

事業内容 情報処理サービス業

資本金 2,125百万円

設立年月日 1977年８月17日

発行済株式数 521,000株

決算期 ５月31日

大株主及び持分比率

日本交通ホールディングス株式会社 38.39％
株式会社ディー・エヌ・エー 38.39％
トヨタ自動車株式会社 9.60％
株式会社 SMBC 信託銀行 3.26％
株式会社 NTTドコモ 2.88％

(注)2020年４月末時点の概要を記載しております。
　 ⑥会社分割の法的形式
　当社を分割会社とし、株式会社 Mobility Technologiesを承継会社とする吸収分割です。なお、当社にお
いては、会社法第784条第２項の規定に基づく簡易吸収分割に該当するため、株主総会の承認決議を経ずに行
っております。
　２.実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」及び「事業分離等に関する会計基準」並びに「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」に基づき、会計処理を行いました。本会社分割により、当社は株式会社
Mobility Technologiesの株式を受け取っておりますが、その取得原価は移転事業に係る株主資本相当額に基
づいて算定し、移転損益は生じておりません。
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（多額な資金の借入）
　当社は、2020年３月26日開催の取締役会において資金の借入を行うことを決議し、借入を実行いたしまし
た。詳細は、連結注記表９．重要な後発事象に関する注記（多額な資金の借入）をご参照ください。

（自己株式の消却）
　当社は、2020年５月14日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式を消却するこ
とを決議いたしました。詳細は、連結注記表９．重要な後発事象に関する注記（自己株式の消却）をご参照く
ださい。

― 26 ―

2020年05月21日 22時56分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）




